
 

 

 

八尾市職員倫理条例等の一部改正 

新旧対照表 

 

⑴ 八尾市職員倫理条例の一部改正（第１条関係） 

現   行 改 正 案 

   八尾市職員倫理条例    八尾市職員のコンプライアンスの推進

に関する条例 

 目次 

  第１章 総則（第１条・第２条） 

  第２章 職員倫理等（第３条―第７条） 

  第３章 公益通報（第８条―第12条） 

  第４章 不当要求行為等（第13条―第16条） 

  第５章 ハラスメント（第17条・第18条） 

  第６章 八尾市コンプライアンス審査委員会（第

19条・第20条） 

  第７章 雑則（第21条―第23条） 

  附則 

    第１章 総則 

 （目的）  （目的） 

第１条 この条例は、市政が市民の厳粛な信託によ

るものであることを認識し、地方公務員法（昭和

25年法律第261号。以下「法」という。）第３条

第２項に規定する一般職に属する本市職員（以下

「職員」という。）が職務を遂行するに当たっ

て、常に自覚しなければならない公務員倫理の確

立及び法令遵守体制に関して必要な事項を定める

とともに、公正な職務の遂行を確保するために必

要な措置を講ずることにより、市民の疑惑又は不

信を招くような行為の防止を図り、もって公務に

対する市民の信頼を確保し、市民と共に公正かつ

民主的な市政の運営に資することを目的とする。 

第１条 この条例は、市政が市民の厳粛な信託によ

るものであることを認識し、職員が職務を遂行す

るに当たって、常に自覚しなければならないコン

プライアンスに関して必要な事項を定めるととも

に、公正な職務の遂行を確保するために必要な措

置を講ずることにより、市民の疑惑又は不信を招

くような行為の防止を図り、もって公務に対する

市民の信頼を確保し、市民と共に公正かつ民主的

な市政の運営に資することを目的とする。 

  （定義） 

 第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

  ⑴ 職員 地方公務員法（昭和25年法律第261

号。以下「法」という。）第３条第２項に規定

する一般職に属する職員をいう。 

  ⑵ コンプライアンス 法令の遵守及び倫理の保

持をいう。 

  ⑶ 法令 法律、法律に基づく命令（告示を含

む。）、条例並びに市の機関が定める規則、規

程及び訓令をいう。 

  ⑷ 通報対象事実 次に掲げる事実をいう。 

   ア 公益通報者保護法（平成16年法律第122

号）第２条第３項に規定する通報対象事実 

   イ アに掲げるもののほか、法令に違反する事

実 

令和７年３月定例会 

議 案 参 考 資 料 



   ウ 人の生命、身体、財産その他の利益を害す

る事実 

  ⑸ 内部公益通報 不正の利益を得る目的、他人

に損害を加える目的その他の不正の目的でな

く、市政運営において通報対象事実が生じ、又

はまさに生じようとしている旨を、任命権者に

通報することをいう。 

  ⑹ 外部公益通報 不正の利益を得る目的、他人

に損害を加える目的その他の不正の目的でな

く、その役務提供先（公益通報者保護法第２条

第１項に規定する役務提供先をいう。）等につ

いて通報対象事実が生じ、又はまさに生じよう

としている旨を、市の機関（当該通報対象事実

について処分（同項に規定する処分をいう。）

又は勧告等（同項に規定する勧告等をいう。）

をする権限を有するものに限る。第12条におい

て同じ。）に通報することをいう。 

  ⑺ 不当要求行為等 正当な理由なく、特定のも

のが有利な取扱いを受け、又は不利益な取扱い

を受けるよう要求する行為その他の公正な職務

の遂行を損なう行為をいう。 

  ⑻ ハラスメント パワー・ハラスメント、セク

シュアル・ハラスメント、妊娠、出産、育児又 

は介護に関するハラスメントその他の誹
ひ

謗
ぼう

、中 

傷、風評等により人権を侵害し、又は不快にさ

せる行為をいう。 

    第２章 職員倫理等 

 （基本的心構え）  （倫理原則） 

第２条 略 第３条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 職員は、自己の職務に利害関係のある者（以下

「利害関係者」という。）との接触については、

市民の疑惑を招くことのないよう留意しなければ

ならない。 

３ 職員は、自己の職務に利害関係のある者（第20

条第３号において「利害関係者」という。）との

接触については、市民の疑惑を招くことのないよ

う留意しなければならない。 

４ 略 ４ 略 

 （職員の責務）  

第３条 職員は、違法又は公正な職務の遂行を損な

うこととなることが明白な行為を求める要求が

あったときは、これを拒否しなければならない。 

 

２ 職員は、公正な職務の遂行を損なうおそれがあ

るとき、又はそのような行為若しくは前項の行為

を求める要求があったときは直ちに規則で定める

上司及び所属長に報告しなければならない。 

 

 （管理監督者の責務）  （管理監督者の責務） 

第４条 管理監督の立場にある者（以下「管理監督

者」という。）は、率先垂範して服務規律の確保

を図るとともに、その職務の重要性を自覚し、部

下職員の公正な服務の確保に努め、その行動につ

いて適切に指導監督しなければならない。 

第４条 管理監督者は、率先垂範して服務規律の確

保を図るとともに、その職務の重要性を自覚し、

部下職員の公正な服務の確保に努め、その行動に

ついて適切に指導監督しなければならない。 



２ 管理監督者は、部下職員から前条第２項の報告

を受けたときは、適法かつ公正な職務を確保する

ために必要な措置を講じなければならない。 

 

３ 前条第２項に規定する所属長は、同項の報告を

受けた場合において、当該報告の内容が公正な職

務の遂行を損なうおそれがあると認められるとき

は、第６条に規定する倫理委員会に通知しなけれ

ばならない。公正な職務の遂行を損なうおそれが

ある行為又は前条第１項の行為を求める要求を規

則で定める所属長自らが受けたときも同様とす

る。 

 

 （内部情報等の提供禁止）  （内部情報等の提供禁止） 

第４条の２ 職員は、法令（条例及び規則を含

む。）に定めがある場合を除くほか、公正な職務

の遂行を損ない、又は公正な市政の運営に不当な

影響を及ぼす情報を何人に対しても提供してはな

らない。 

第５条 職員は、法令に定めがある場合を除くほ

か、公正な職務の遂行を損ない、又は公正な市政

の運営に不当な影響を及ぼす情報を何人に対して

も提供してはならない。 

 （任命権者の責務）  （任命権者の責務） 

第５条 任命権者は、公務員倫理及び法令遵守体制

の確立並びに公正な職務の遂行の確保に資するよ

う、職員への研修の実施、市民への情報公開、本

市に関係する業者等への指導啓発を行うととも

に、職員の遵守すべき事項を定める等必要な措置

を講じなければならない。 

第６条 任命権者は、コンプライアンス体制の確立

及び公正な職務の遂行の確保に資するよう、職員

への研修の実施、市民への情報公開、本市に関係

する業者等への指導啓発を行うとともに、職員の

遵守すべき事項を定める等必要な措置を講じなけ

ればならない。 

 （市民等の責務）  （市民等の責務） 

第５条の２ 略 第７条 略 

２ 何人も、本市職員（法第３条第３項に規定する

特別職を含む。）に対して、公正な職務の遂行を

損なうおそれのある行為を求めてはならない。 

２ 何人も、職員（法第３条第３項に規定する特別

職に属する者その他規則で定める者を含む。）に

対して、不当要求行為等をしてはならない。 

    第３章 公益通報 

  （内部公益通報の受理等） 

 第８条 任命権者は、内部公益通報を受けたとき

は、その旨を第19条第１項に規定する八尾市コン

プライアンス審査委員会（以下この章から第５章

までにおいて「委員会」という。）に報告しなけ

ればならない。 

 ２ 委員会は、前項の規定による報告を受けた場合

において、調査を行う必要があると認めるとき

は、その旨を任命権者に通知しなければならな

い。この場合において、委員会において調査を行

うこととするときは、併せて、その旨を通知しな

ければならない。 

 ３ 委員会は、第１項の規定による報告を受けた場

合において、調査を行う必要がないと認めるとき

は、その旨を任命権者に通知しなければならな

い。 

  （内部公益通報の調査等） 

 第９条 任命権者は、前条第２項前段の規定による

通知を受けたときは、同項後段に規定する場合を

除き、直ちに必要な調査を行わなければならな



い。 

 ２ 任命権者は、前項の調査を終えたときは、その

結果を委員会に報告しなければならない。 

 ３ 委員会は、前項の規定による報告を受け、又は

前条第２項後段の調査を終えた場合であって、通

報対象事実があると認めるときは、その旨を任命

権者に通知するとともに、法令に基づく措置その

他適当な措置を講ずるよう任命権者に勧告しなけ

ればならない。 

 ４ 委員会は、第２項の規定による報告を受け、又

は前条第２項後段の調査を終えた場合であって、

通報対象事実がないと認めるときは、その旨を任

命権者に通知しなければならない。 

  （内部公益通報の措置等） 

 第10条 任命権者は、前条第３項の規定による勧告

を受けたときは、当該勧告に基づいて法令に基づ

く措置その他適当な措置を講ずるとともに、その

措置の内容を委員会に報告しなければならない。 

 ２ 前項の場合において、任命権者は、規則で定め

るところにより、当該勧告の内容についての市民

への公表その他必要な措置を講ずることができ

る。 

  （通報者の保護等） 

 第11条 任命権者は、内部公益通報をしたことを理

由として、当該内部公益通報をした者（次項にお

いて「通報者」という。）に対して、不利益な取

扱いをしてはならない。 

 ２ 通報者は、内部公益通報をしたことを理由とし

て不利益な取扱いを受けたと思料するときは、そ

の旨を任命権者に申し出ることができる。 

 ３ 第８条から前条までの規定は、前項の規定によ

る申出があった場合について準用する。この場合

において、第８条第１項中「内部公益通報」とあ

るのは「第11条第２項の規定による申出」と、第

９条第３項及び第４項中「通報対象事実」とある

のは「不利益な取扱い」と読み替えるものとす

る。 

  （外部公益通報の調査等） 

 第12条 市の機関は、外部公益通報を受けたとき

は、必要な調査を行い、当該外部公益通報に係る

通報対象事実があると認めるときは、法令に基づ

く措置その他適当な措置を講じなければならな

い。 

    第４章 不当要求行為等 

  （不当要求行為等の報告等） 

 第13条 職員は、不当要求行為等があったときは、

これを拒否しなければならない。 

 ２ 職員は、不当要求行為等があったときは、直ち

に規則で定める上司及び所属長に報告しなければ

ならない。 



 ３ 前項の規定による報告を受けた者は、適法かつ

公正な職務を確保するために必要な措置を講じな

ければならない。 

 ４ 第２項に規定する所属長は、同項の規定による

報告を受けた場合において、当該報告の内容が公

正な職務の遂行を損なうおそれがあると認められ

るときは、委員会に通知しなければならない。不

当要求行為等を当該所属長自らが受けたときも、

同様とする。 

 （倫理委員会の設置）  

第６条 本市における公務員倫理及び法令遵守体制

の確立並びに服務規律の徹底を図り、その確保に

ついて調査を行い、公正な職務の遂行を確保する

ため、八尾市職員倫理委員会（以下「倫理委員

会」という。）を設置する。 

 

２ 倫理委員会は、委員５名をもって組織する。  

３ 前項の委員（以下「委員」という。）は、職員

の職務遂行並びに職務に係る倫理の保持に関して

公正な判断をすることができ、公務員倫理及び法

令遵守体制に関して識見を有する者のうちから市

長が委嘱する。 

 

４ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。た

だし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

 

５ 倫理委員会に委員長（以下「委員長」とい

う。）を置き、委員の互選によりこれを定める。 

 

６ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはなら

ない。その職を退いた後も、同様とする。 

 

７ この条例に定めるもののほか、倫理委員会の組

織及び運営について必要な事項は、規則で定め

る。 

 

 （倫理委員会の任務）  （不当要求行為等の調査等） 

第７条 倫理委員会は、第４条第３項の規定により

通知があった場合において、当該通知の内容が公

正な職務の遂行を損なうおそれのある行為に該当

すると疑うに足りる相当の理由があると認められ

るときは、直ちに必要な調査を行うものとする。

公正な職務の遂行を損なうおそれのある行為の要

求を受けたと認める第５条の２第２項に定める特

別職から、必要な調査の依頼を受けた場合も同様

とする。 

第14条 委員会は、前条第４項の規定による通知が

あった場合において、当該通知の内容が不当要求

行為等に該当すると疑うに足りる相当の理由があ

ると認められるときは、直ちに必要な調査を行う

ものとする。不当要求行為等を受けたと認める第

７条第２項に規定する特別職から、必要な調査の

依頼を受けた場合も、同様とする。 

２ 倫理委員会は、前項の調査の結果、公正な職務

の遂行を損なう行為（以下「不当行為」とい

う。）があったと認められる場合においては、そ

の旨を任命権者（法第３条第３項第１号に規定す

る特別職（就任について公選又は市議会の選挙に

よることを必要とする職に限る。）から前項の依

頼があったときは当該特別職）に報告しなければ

ならない。 

２ 委員会は、前項の調査の結果、不当要求行為等

があったと認められる場合においては、その旨を

任命権者（法第３条第３項第１号に規定する特別

職（就任について公選又は市議会の選挙によるこ

とを必要とする職に限る。）から前項の依頼が

あったときは、当該特別職）に報告しなければな

らない。 

３ 倫理委員会又は委員長は、第４条第３項の規定 ３ 委員会は、前条第４項の規定により通知した所



により通知した所属長又は第１項の依頼をした特

別職（前項の報告を受けたものを除く。）に、第

１項の調査の結果を通知しなければならない。 

属長又は第１項の依頼をした特別職（前項の規定

による報告を受けたものを除く。）に、第１項の

調査の結果を通知しなければならない。 

４ 第２項の報告を受けた任命権者又は同項に規定

する特別職（市長を除く。）は、その旨を市長に

報告しなければならない。 

４ 第２項の規定による報告を受けた任命権者又は

同項に規定する特別職（市長を除く。）は、その

旨を市長に報告しなければならない。 

５ 倫理委員会は、第１項から第３項までに規定す

るもののほか、次に掲げる事項を担任する。 

 

 ⑴ 公務員倫理の確保及び法令遵守体制の整備に

関し調査、研究するとともに、必要に応じ任命

権者に意見を述べること。 

 

 ⑵ 職員に利害関係者との接触について市民の疑

惑を招くおそれがあると認められる場合の事情

聴取等の調査に関すること。 

 

 ⑶ その他この条例及びこの条例に基づく規則の

遵守の徹底を図ること。 

 

 （不当行為者への警告等）  （不当要求行為等の行為者への警告等） 

第８条 市長は、前条第２項又は第４項の報告を受

けたときは、当該報告に基づいて不当行為の行為

者に対して警告を行うものとする。 

第15条 市長は、前条第２項又は第４項の規定によ

る報告を受けたときは、当該報告に基づいて不当

要求行為等の行為者に対して警告を行うものとす

る。 

２ 前項の場合において、市長は規則に定めるとこ

ろにより当該報告の内容についての市民への公表

その他必要な措置を講ずることができる。 

２ 前項の場合において、市長は、規則で定めると

ころにより、当該報告の内容についての市民への

公表その他必要な措置を講ずることができる。 

３ 市長又は病院事業管理者は、競争入札の参加資

格を有する業者に対して第１項の警告を行ったと

きは、別に定めるところにより当該業者に対し指

名停止その他必要な措置を講ずるものとする。 

３ 市長又は病院事業管理者は、競争入札の参加資

格を有する業者に対して第１項の警告を行ったと

きは、別に定めるところにより、当該業者に対し

入札参加停止その他必要な措置を講ずるものとす

る。 

  （報告者等の保護等） 

 第16条 第11条の規定は、第13条第２項の規定によ

る報告又は同条第４項の規定による通知をした者

の保護等について準用する。この場合において、

第11条第１項及び第２項中「内部公益通報」とあ

るのは「第16条の報告又は通知」と、「通報者」

とあるのは「報告者等」と読み替えるものとす

る。 

    第５章 ハラスメント 

  （ハラスメントの禁止等） 

 第17条 職員（八尾市特別職の職員で常勤のものの

給与に関する条例（昭和44年八尾市条例第17号）

第１条各号に掲げる者及び教育長を含む。次項に

おいて同じ。）は、ハラスメントをしてはならな

い。 

 ２ 職員は、ハラスメントを許さない職場づくりに

努めなければならない。 

  （ハラスメントへの対応） 

 第18条 任命権者は、職員からハラスメントに係る

相談を受けたときは、委員会に意見を求めること

ができる。 



 ２ 第８条（第１項を除く。）から第10条までの規

定は、前項の規定による意見の求めがあった場合

について準用する。この場合において、第８条第

２項中「前項の規定による報告を受けた」とあ

り、及び同条第３項中「第１項の規定による報告

を受けた」とあるのは「第18条第１項の規定によ

る意見の求めがあった」と、第９条第３項及び第

４項中「通報対象事実」とあるのは「第18条第１

項の相談に係る事実」と読み替えるものとする。 

 ３ 第11条の規定は、第１項の相談をした者の保護

等について準用する。この場合において、同条第

１項及び第２項中「内部公益通報」とあるのは

「第18条第１項の相談」と、「通報者」とあるの

は「相談者」と読み替えるものとする。 

    第６章 八尾市コンプライアンス審査委員会 

  （委員会の設置） 

 第19条 本市におけるコンプライアンス体制の確立

及び服務規律の徹底を図り、その確保について調

査を行い、公正な職務の遂行を確保するため、八

尾市コンプライアンス審査委員会（以下「委員

会」という。）を置く。 

 ２ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはなら

ない。その職を退いた後も、同様とする。 

 ３ 委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規

則で定める。 

  （委員会の所掌事項） 

 第20条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

  ⑴ この条例の規定によりその権限に属させられ

た事項 

  ⑵ コンプライアンス体制の確立に関し調査し、

及び研究するとともに、必要に応じ任命権者に

意見を述べること。 

  ⑶ 職員に利害関係者との接触について市民の疑

惑を招くおそれがあると認められる場合の事情

聴取等の調査に関すること。 

  ⑷ その他この条例及びこの条例に基づく規則の

遵守の徹底を図ること。 

    第７章 雑則 

  （調査への協力） 

 第21条 任命権者又は委員会は、この条例の規定に

よる調査等に関係のある者に対し、当該調査等に

係る協力を求めることができる。 

  （運用状況の公表） 

 第22条 市長は、毎年１回、この条例の運用状況に

ついて公表するものとする。 

 （委任）  （委任） 

第９条 この条例の施行に関して必要な事項は、規

則で定める。 

第23条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 

 

 



⑵ 職員の分限に関する条例の一部改正（第２条関係） 

現   行 改 正 案 

第１条～第４条 略 第１条～第４条 略 

 第４条の２ 任命権者は、職員の意に反する降任

（法第28条の２第１項の規定による降任を除

く。）、免職、降給及び休職の処分をする場合に

おいては、第８条の２第１項に規定する八尾市職

員分限懲戒審査委員会の意見を聴かなければなら

ない。ただし、規則で定める処分については、こ

の限りでない。 

第５条 職員の意に反する降任（法第28条の２第１

項の規定による降任を除く。）、免職、降給及び

休職の処分は、辞令書並びに法第49条に規定する

説明書を当該職員に交付して行なうものとする。 

第５条 前条本文に規定する処分は、辞令書及び法

第49条に規定する説明書を当該職員に交付して行

うものとする。 

第６条～第８条 略 第６条～第８条 略 

  （職員分限懲戒審査委員会） 

 第８条の２ 職員の分限及び懲戒処分の公正を期す

るため、八尾市職員分限懲戒審査委員会（以下こ

の条において「委員会」という。）を置く。 

 ２ 委員会は、この条例及び職員の懲戒の手続及び

効果に関する条例（昭和26年八尾市条例第111

号）の規定によりその権限に属させられた事項を

処理する。 

 ３ 委員会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らし

てはならない。その職を退いた後も、同様とす

る。 

 ４ 委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規

則で定める。 

第９条 略 第９条 略 

 

⑶ 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正（第３条関係） 

現   行 改 正 案 

第１条・第２条 略 第１条・第２条 略 

 （懲戒の手続）  （懲戒の手続） 

第３条 法第29条第１項の規定により職員に対し懲

戒処分として行なう戒告、減給、停職又は免職の

処分は、同項の各号の１に該当すると認められる

事実に基づくものでなければならない。 

第３条 法第29条第１項の規定により職員に対し懲

戒処分として行う戒告、減給、停職又は免職の処

分は、同項各号のいずれかに該当すると認められ

る事実に基づくものでなければならない。 

 ２ 任命権者は、前項に規定する処分をする場合に

おいては、職員の分限に関する条例（昭和26年八

尾市条例第110号）第８条の２第１項に規定する

八尾市職員分限懲戒審査委員会の意見を聴かなけ

ればならない。ただし、規則で定める処分につい

ては、この限りでない。 

２ 前項の戒告、減給、停職又は免職の処分は、辞

令書並びに法第49条に規定する説明書を当該職員

に交付して行なうものとする。 

３ 第１項に規定する処分は、辞令書及び法第49条

に規定する説明書を当該職員に交付して行うもの

とする。 

 （懲戒の効果）  （懲戒の効果） 

第４条 略 第４条 略 



２ 略 ２ 略 

 ３ 地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第15

条第１項に規定する企業職員及び法第57条に規定

する単純な労務に雇用される職員に係る減給は、

前項の規定にかかわらず、１回の額が労働基準法

（昭和22年法律第49号）第12条第１項に規定する

平均賃金の１日分の半額を超え、総額が一賃金支

払期における賃金の総額の10分の１を超えてはな

らない。 

３～５ 略 ４～６ 略 

第５条 略 第５条 略 

 


